
｢キャリアアップ助成金」は、非正規雇用労働者の企業内でのキャリアアップを促進するため、
正社員化、処遇改善の取り組みを実施した事業主に対して助成金を支給する制度です。

1. 正社員化コース
有期雇用労働者等を正規雇用労働者に転換等
した場合に助成

②加算の対象となる訓練の拡充

人材開発支援助成金の特定の訓練を修了した後に正社員化すると、助成金額が加算されます。
令和４年12月２日以降に正社員化した場合は、以下の拡充の対象となります。

①助成金の金額（１人当たり）の拡充

LL041202 No.11

事業主のみなさまへ

「キャリアアップ助成金」が使いやすくなりました！
各コースで助成金の金額が拡充されるなど、12月以降変更があります

※令和４年12月２日以降、人材開発支援助成金も改正しています。

詳しくはこちら：
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/d01-1.html

人材開発支援助成金のうち、以下の訓練コースが加算の対象となります。

人材開発支援助成金「人への投資促進コース」のうち一部訓練（自発的職業能力開発訓練、定額制

訓練）の加算額を9万5,000円から11万円に引き上げます。

基 本 助 成 額
訓 練 加 算 額

(自発的・定額制訓練の場合)

合 計

(自発的・定額制訓練の場合)

中 小 企 業 57万円

９万5,000円

（11万円）

66万5,000円

（68万円）

大 企 業 42万7,500円
52万2,500円

（53万7,500円）

※有期→正規の場合の助成額。無期→正規の場合は、上記の半額。

 事業展開等リスキリング支援コース

 特別育成訓練コース

 人への投資促進コース

 特定訓練コース

新設

人への
投資！

都道府県労働局・ハローワーク

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/d01-1.html


２.賃金規定等改定コース 有期雇用労働者等の基本給の賃金規定等を増額改定し、
実際に賃金を引き上げた場合に助成

助成金の金額（１人当たり）の拡充

申請上限の緩和

都道府県労働局・ハローワーク LL041202 No.11

• 事前にキャリアアップ計画の提出が必要です。なお、「賃金規定等改定コース」については、令和４年９月１日から令和４年12月２日

の間に賃金規定等の３％以上の増額改定を行った場合に限り、キャリアアップ計画の提出を支給申請日まで受け付けます。

• 詳細は厚生労働省ウェブサイト等もご確認ください。

キャリアアップ助成金（厚生労働書ウェブサイト）

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/part_haken/jigyounushi/career.html

 改正後の制度は令和４年９月１日以降の賃金規定等の増額改定に適用します。

 令和４年９月１日から令和５年３月31日までの間に賃金規定等を増額改定した場合は、改正前の

制度による申請も可能です。（その場合、申請様式は改正前の様式を使用してください。ただし、

改正前の制度による申請は１年度１回限りです。）

留意事項

改正前

賃金
引上率

対象
人数

２％以上
３％未満

３%以上
５％未満

５%以上

中小
企業

１～５人 32,000円 46,250円 55,750円

６人以上 28,500円 42,750円 52,250円

大企業

１～５人 21,000円

６人以上 19,000円

支給要件を見直す（２％以上→３％以上）とともに、５％以上の賃金引上げを行う場合の助成額を

大幅に拡充します。見直しに伴い、「生産性要件」を満たした場合の助成額の増額は廃止します。

１事業所あたり１年度１回の申請制限を撤廃します。１年度１事業所あたり100人までは複数回の

申請ができます。

労働局事業所

② 支給申請

③ 78万円支給
（65,000円×12人）

改正前の62.7万円（52,250円×12人）

より15.3万円増額

賃金

引上率

３％以上

５％未満
５%以上

中小

企業
50,000円 65,000円

大企業 33,000円 43,000円

例：中小企業の非正規雇用労働者のうち、パートタイマー12人※の基本給を５％以上賃上げした場合

① 賃上げ

９/１

改正後制度

改正前制度

※一部の方の賃上げの場合、雇用形態別や職種別等の合理的な区分であることが必要です。

※また、賃金規定等を増額改定した日以降の6か月間、当該対象適用事業所において雇用保険被保険者である必要があります。

改正後

３/31

「２％以上３％未満」の賃上げ、

「生産性要件」の増額も対象

９/１～

～３/31

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/part_haken/jigyounushi/career.html

